
「令和７年度横浜グリーンエネルギーパートナーシップ事業業務委託」 

受託候補者特定に係る実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 「令和７年度横浜グリーンエネルギーパートナーシップ事業業務委託」の受託候補者をプロポ

ーザル方式により特定する場合の手続き等については、「横浜市委託に関するプロポーザル実施取扱要

綱」及び「横浜市委託に関するプロポーザル方式運用基準」に定めがあるもののほか、本実施要領に定

めるものとする。 

 

（実施の公表） 

第２条 実施の公表にあたっては、本実施要領、提案書作成要領、提案書評価基準及び業務説明資料によ

り、次の各号に掲げる事項について明示するものとする。 

(1) 当該事業の概要等 

(2) プロポーザルの手続 

(3) プロポーザルの作成書式及び記載上の留意事項 

(4) 評価委員会及び評価に関する事項 

(5) その他必要と認める事項 

 

（提案資格） 

第３条 本プロポーザルの提案資格は、(1)又は(2)のいずれかの条件を満たし、かつ(3)の制限に当ては

まらないこと。 

 (1) 単体の企業の場合の応募資格等 

ア 次の(ｱ)又は(ｲ)のいずれかに該当すること。  
(ｱ) 令和５・６年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託）において、種目「319 イ

ベント企画運営等 A（イベント企画）B（イベント運営等）」、「320 各種調査企画 A（市場・

世論調査）」「316 コンピュータ業務 A（ソフトウエア開発・改修）B（システム運用・監

視）」について登録していること。 

(ｲ) 令和５・６年度横浜市一般競争入札有資格者名簿に未登録の者は、参加意向申出書の提

出時までに、(ｱ)の種目について横浜市への入札参加資格申請をしており、受託候補者を特

定する期日までに登録が完了する見込みであること。 

イ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当していない者。 

ウ 成年被後見人、被保佐人、被補助人及び未成年でない者。 

エ 破産法（平成 16年法律第 75号）に基づき破産手続開始の申立てがなされた者及びその開始

決定がされている者でないこと。 

オ 銀行取引停止処分を受けていない者。 

カ 会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号）に基づく更生手続き開始の申立又は民事再生法（平

成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続の申立がなされている者（更生又は再生の手続開始

の決定がなされている者で履行不能に陥るおそれがないと横浜市が認めたものを除く。）でな



いこと。 

キ 参加意向申出書の提出期限から受託者の特定の日までの期間、横浜市一般競争入札参加停止

及び指名停止等措置要綱（平成 16 年４月１日制定）の規定による停止措置を受けていないこ

と。 

(2) 共同提案の場合の応募資格等 

複数の事業者による共同提案を行う場合には、次の全ての要件を満たす者とする。 

ア 共同提案者の構成員は、令和５・６年度の横浜市一般競争入札有資格者名簿に登載（または

次に定める営業種目において現に申し込み中）されたものであること。 

また、構成員全体で同条(1)ア(ｱ)の種目の登録を満たすものであること。 

  イ 応募時に「共同提案者協定書兼委任状」(要領２)を提出することとし、構成員の分担業務を、

提案書において明らかにすること。 

ウ 複数の共同提案に応募することはできない。また、共同提案を行う者が単独で提案を行うこ

とはできない。 

エ 全ての共同提案者は、同条(1)イ～キ全てに該当するものとする。 

(3) 応募に対する制限 

   次の項目に該当する者は、応募及び共同提案者として参加することはできない。 

ア 評価委員会委員の三親等内の親族。 

イ 評価委員会委員の三親等内の親族が主宰、役員、顧問をしている営利組織に所属している者。 

 

（提案書の内容） 

第４条 提案書は、次の各号に掲げる事項について作成するものとし、様式などは別に定める。 

(1) 業務実績 

(2) 業務実施体制 

(3) 本業務に関わる具体的な提案 

(4) ワーク・ライフ・バランスに関する取組 

(5) 脱炭素・SDGsに関する取組 

(6) その他本業務に必要な事項 

 

（評価） 

第５条 プロポーザルを特定するための評価事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 業務実績 

本業務に生かすことのできる過去の業務実績があるか。 

(2) 提案内容の妥当性・実現性等 

(3) ワーク・ライフ・バランスに関する取組 

企業として、ワーク・ライフ・バランスに関する取組が行われているか。 

(4) 脱炭素・SDGsに関する取組 

企業として、脱炭素・SDGs に関する取組が行われているか。 

２ プロポーザルの評価にあたって、提案者にヒアリングを行うものとする。 



３ 提案書の内容及びヒアリング結果を基に、本業務に最も適した者を特定する。 

４ 特定、非特定に関わらず、各々の提案者の選定結果については、その提案者に通知する。 

 

（プロポーザル評価委員会） 

第６条 令和７年度横浜グリーンエネルギーパートナーシップ事業業務委託プロポーザル評価委員会

（以下、「評価委員会」という。）は、次の各号に定める事項について、その業務を行う。 

(1) 提案書の評価 

(2) 評価の集計及び報告 

(3) ヒアリング 

２ 委員に委員長及び副委員長を置き、次のとおりとする。 

   委員長  脱炭素・GREEN×EXPO 推進局総務部長 

   副委員長 脱炭素・GREEN×EXPO 推進局戦略企画部長 

   委員   脱炭素・GREEN×EXPO 推進局経理課長 

脱炭素・GREEN×EXPO 推進局脱炭素マネジメント課長 

        経済局ものづくり支援課長 

建築局住宅政策課長 

 

３ 委員長に事故等があり欠けたときには、副委員長がその職務を代理する。 

４ 評価委員会は、委員の５分の４以上の出席がなければ開くことができない。 

５ 委員長は、評価結果を脱炭素・GREEN×EXPO 推進局第一入札参加資格審査・指名業者等選定委員会

（以下、「局業者選定委員会」という。）に報告するものとする。 

６ 評価委員会は非公開とする。 

 

（評価結果の審査） 

第７条 局業者選定委員会は、評価委員会から評価結果の報告があったときは、局業者選定委員会にお

いて、次の事項について審査する。 

(1) 評価委員の採点が適正に行われたこと。 

(2) 評価委員会の審議及び採点の集計等が適正に行われたこと。 

(3) 評価結果に関し、必須事項以外に公表する事項の選定 

(4) 特定、非特定結果通知書に記載する理由 

(5) その他必要な事項 

 

（参加表明手続） 

第８条 本プロポーザルにおいて提案書の提出を希望する者は、参加意向申出書を提出しなければなら

ない。 

 

（参加意向申出書の提案資格の確認等） 

第９条 前条の規定に基づき参加意向申出書を提出した者に対しては、第３条に定める提案資格を満た



す者であるかを確認し、その結果を参加資格確認結果通知書により通知するものとする。 

 

（提案資格確認の通知） 

第 10条 参加資格を有すると認められなかった旨の通知を受けた応募者は、書面により認められなかっ

た理由の説明を求めることができる。 

なお、書面は本市が通知を発送した日の翌日起算で、市役所閉庁日を除く５日後の午後５時までに参

加意向申出書提出先まで提出しなければならない。 

２ 前項により説明を求められたときは、本市が書面を受領した日の翌日起算で、市役所閉庁日を除く

５日以内に説明を求めた者に対し書面により回答する。 

 

（評価結果の通知） 

第 11条 特定されなかった旨の通知を受けた応募者は書面により、特定されなかった理由の説明を求め

ることができる。 

なお、書面は、本市が通知を発送した日の翌日起算で、市役所閉庁日を除く５日後の午後５時までに

提案書提出先まで提出しなければならない。 

２ 前項により説明を求められたときは、本市が書面を受領した日の翌日起算で、市役所閉庁日を除く

５日以内に説明を求めた者に対し書面により回答する。 

 

附則 

この要領は、令和 年 月 日から施行する。 


